
＜愛知県融資制度＞   

創業等支援資金 【経済環境適応資金】          

 

融 資 対 象 

県内で、開業に関する具体的な計画を持ち、下記のいずれかに該当する者 

１ 事業を営んでいない個人であって、1か月以内に個人で開業しようとする者 

２ 事業を営んでいない個人であって、2か月以内に中小企業である会社を設立し

て開業しようとする者 

３ 中小企業の会社であって、自らの事業を継続的に実施しつつ、新たに中小企業

である会社を設立して開業しようとする者 

４ 事業を営んでいない個人が開業してから、5年未満の者 

５ 事業を営んでいない個人が中小企業である会社を設立し、設立後 5年未満であ

ること 

６ 会社が自らの事業を継続的に実施しつつ、新たに中小企業を設立し、設立後 5

年未満であること 

融 資 限 度 額 

 ２，５００万円 

(融資対象３、６の場合は 1,500 万円以内。また、融資対象 1及び 2において、

1,000 万円を超過する金額については、自己資金の範囲内） 

資 金 使 途 
開業及び開業後の事業に必要な設備資金及び運転資金 

（ただし、新会社設立のための株式取得資金は対象としない） 

融 資 期 間 

及び融資利率 

設備 4 年 以 上  5 年 以 内     年 1.7％ 

6 年 以 上  7 年 以 内     年 1.8％ 

運転 4 年 以 上  5 年 以 内     年 1.7％ 

6 年 以 上  7 年 以 内     年 1.8％ 

据 置 

返 済 方 法 
原則として据置 6か月（1年まで延長可）の分割返済 

担 保 不要 

保 証 人 不要（ただし、申込者が会社の場合は、代表者の連帯保証が必要） 

信 用 保 証 保証協会による信用保証を要する（別枠保証を利用）。 

保 証 料 年 0.79％ 

責任共有制度 対象外 

推 薦 機 関 県内商工会議所及び商工会 

申 込 先 取扱金融機関の県内各店舗又は信用保証協会 



必要添付書類 

１ 創業等支援資金に係る創業計画書(様式第２０) 

２ 創業資金を証する書面 

① 既に購入又は契約した機械、備品等事業用設備の納品書、請求書、領収書 

② 普通預金にあっては預金通帳(照合表)等預金残高推移が分かるもの 

③ 定期預金にあっては、預入日、満期日が表示された証書及び預金残高推移が

分かるもの 

④ 有価証券にあっては、取引通知書、計算書、投資報告書等所有権の帰属が確

認できるもの 

⑤ 敷金及び入居保証金にあっては、賃貸借契約書、預り証等の差入金額が確認

できるもの 

⑥ 資本金または出資金にあっては、株式払込金保管証明書又は出資払込金保管

証明書 

３ 借入金を証する書面 

① 借入金の残高が分かるもの 

② 返済金額の分かるもの 

③ 借入の始期及び終期の分かるもの 

４ 住民票又は免許証 

５ 所得証明書又は課税証明書(3 年度分) 

６ 不動産を所有しているときは、不動産登記簿謄本又は固定資産評価証明書 

７ 会社が申込人のときは、商業登記簿謄本及び定款の写し 

８ 個人が申込人のときは、開業届出書の写し等の開業年月日が確認できる資料 

（ただし、融資対象４～６に該当する場合は、状況に応じて１～６の書類の添

付を省略することができる。） 

問 い 合 せ 先 
愛知県産業労働部中小企業金融課 融資グループ 052-954-6333 

愛知県信用保証協会 総合相談室 0120-454-754（信用保証について） 

 

   



様式第２０ 

創業等支援資金に係る創業計画書 

平 成  年  月  日 

  愛知県信用保証協会理事長 様 
住  所 
会社名 

  氏 名             印 
愛知県経済環境適応資金（創業等支援資金）融資制度による融資を受けたいので、下記のとおり

創業計画書を提出します。 
 
１ 事業概要 

開 業 形 態 個人事業・法人事業 
商号（個人）

会社名（会社）
 

開業（予定）場所 電話   （   ） 

開業届出（個人） 

設立登記（法人） 
有 ・ 無 

開業(予定)年月日
設立(予定)年月日

平成 

西暦   年   月   日

業 種  資本金 
【会社設立（予定）の場合】 

円

従 業 員 数 名 
取
扱
品 

 

仕
入
先 

 

 

開 業 動 機 ・ 目 的 
 

 

開業に必要な知識、技
術、ノウハウの習得 

 

 

(会社設立予定の場合） 
出 資 者 ・ 出 資 額  

事業協力者の住

所・氏名・勤務先 

 

 

 
２ 創業準備の着手状況（下記の該当事項に○印を付けてください。） 

ア 設備機械機具等発注済である。             

イ 土地・店舗を取得するための頭金等支払済である。 

ウ 土地・店舗を賃借するための権利金・敷金支払済である。 

エ 商品・原材料の仕入を行っている。  

オ 事業に必要な許認可等を受けている。 

カ 事業に必要な許認可等の申請が受理されている。 

キ その他（具体的に記入してください。                     ） 

３ 運転資金計画 

名  称 金  額 積 算 内 訳 

商品・材料等の仕入資金 千円  

人 件 費 等   

そ の 他 の 経 費   

計 Ａ  



 
４ 設備計画                           （金額単位 千円） 

区分 土地・建物 面 積 
取得方法 

(自己取得・
新築賃貸) 

取得に要する資金 契約年月日 
取得（完成）

年月日 

事
業
用
不
動
産 

土 地 ㎡  千円   

建 物 ㎡  千円   

計 Ｂ（取得に要する資金）                    千円 

区分 名称 型式・能力 数量 単価 金額 発注先 
設置(完
成)年月日
年

機
械
器
具
・
什
器
備
品
等 

   

千円

  

計 C（金額）                           千円 

 
５ 今回の資金計画による必要資金合計 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝       千円（D） 
 

６ 資金調達計画 

（※）今回の資金調達計画の中による借入金等をご記入ください。 

自
己
資
金 

預金 預金以外 

預け先 

（金融機関本支店名） 
預金種別 金額 種類 金額 

  

千円

有価証券 

千円

  
千円

  

  

千円

その他(具体的に) 

 

（      ） 

 

  
千円

自己資金合計 
 

千円

 

借
入
金
等
（
※
） 

借入先 年利 借入額 毎月返済額 借入期間 

今回の借入額 
％ 千円 千円 

. ～ . 

  

千円 千円 
. ～ . 

  
千円 千円 

. ～ . 

  
千円 千円 

. ～ . 

借入金等合計 
千円

調達資金合計 D    千円



 

７ 収支計画（今後 1年間分）                        

支 出 収 入 

仕 入 高 千円 売 上 高 千円

外 注 工 費 千円 工 賃 収 入 千円

人 件 費 千円 雑 収 入 千円

    

その他費用 千円   

利 益 千円   

計 千円 計 千円
 

 

８ 販売・仕入先 

主な販売先・

受注先 

販売・受注 

予定額 
回収方法 

主な仕入先・

外注先 

仕入・外注 

予定額 
支払方法 

 年   千円   年   千円  

      

      

 

９ 借入金等状況（※） 

借入先等 資金使途 借入残高 残存返済期間 年間返済額 

  
千円 ヶ月 千円

  
千円 ヶ月 千円

  
千円 ヶ月 千円

  
千円 ヶ月 千円

  
千円 ヶ月 千円

（※）現在負担している非事業性を含む借入金等で、今回の資金調達計画によるもの以外をご記入

ください。（経営者本人が負担している保証債務も含みます。） 



 

１０ 自己資金等算定表   

 

自
己
資
金
等 

種類 明細 金額 

普通預金  千円

定期性預金   

有価証券等   

入居保証金等   

設備充当等   

   

   

合計 ① 

借
入
金
等 

借入先 資金使途 残存返済期間 年間返済額 
年間返済額の 2年分 

(2 年以内のものは全額) 

  
か月 千円 千円

     

     

     

     

     

合計 ② 

自己資金額（①－②）＝ ③ 

１１ その他（計画に関する補足説明がありましたらご記入ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


